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学位論⽂題名
1960 年代の農村地域における地域づくりに向けた学習組織化の展開論理

―⻑野県栄村・望⽉町の住⺠の学習運動と信濃⽣産⼤学実践との関連に注⽬して―

成⼈教育と相対的に区別される地域社会教育は、地域社会において展開する教育実践で
あるが、当該地域社会の限界が明らかになる局⾯においては、前提としての地域社会を問い
直し再構成する学習を組織することが課題となる。しかし、従来の地域社会教育研究では、
内発的発展と呼ばれる実践に即した住⺠の学習過程の分析はなされてきたものの、その成
果を戦後の地域社会教育論の彫琢過程に位置づけるための理論的回路は必ずしも⼗分には
整備されていなかった。とりわけ、⽇本における戦後社会教育実践の基本モデルを構築した
とされる 1960 年代の信濃⽣産⼤学の実践と、1980 年代以後の内発的な地域づくりに伴う
学習実践は、その担い⼿に即せば連続している事例があるにもかかわらず、両者の連続性に
迫る理論的回路は未確⽴と⾔える。

それに対し、本論⽂は信濃⽣産⼤学に参加していた地域の側に焦点を当てることにより、
地域社会を再構成する地域社会教育の源流を 1960 年代に⾒出し、地域社会の再構成過程に
おける学習実践の構造を信濃⽣産⼤学が果たした機能も含めて実証的に解明することを試
みており、現代の地域社会教育論に対しても重要な⽰唆を与えるものとなっている。

審査委員会は以下の諸点に本論⽂の成果を認めた。第⼀に、信濃⽣産⼤学に参加しつつ独
⾃に地域づくりへの学習を組織した⾃治体の中から、近代化政策としての農業構造改善事
業の指定外であった栄村と指定対象となった望⽉町に着⽬することによって、農⺠の学習
実践が基軸になる場合でも、農⺠のみならず労働者を中⼼とした地域住⺠の学習実践との
協同が課題になる場合でも、地域づくりを課題化する学習実践には、共通の構造が⾒られる
ことを指摘した点である（第⼆・三章）。すなわち、両事例では、諸階層や地区の個別的問
題と社会全体の問題を往還させつつ地域社会に即して⾃治体レベルの地域課題を発⾒する
と同時に、そのような学習を⽀える社会教育の価値を意識化することにより、地域づくりの



主体が形成されたことが指摘されている（第四章）。これは、農村⼈⼝が半数を占めた 1960
年代の学習実践が有する普遍的意義を現代の地域づくりに向けた学習実践をも含めて理解
するための⽅法的視座を切り開くものである。 

第⼆に、両事例における学習の構造化において重要な役割を有する社会科学の学習に関
し、個別的な問題の客観化や分析という機能とは区別して、地域づくりの課題と⽅法を具体
化する局⾯で求められる機能を抽出し、それに対応する学習を「地域の系統学習」として整
理した点である（第四章）。その学習内容は上原專祿や藤岡貞彦が重視した科学に相当する
ものであり、批判から創造に⾄る過程を⽀える社会科学が地域づくりの実践過程で求めら
れるに⾄っていたことを実証的に明らかにしたと⾔える。この点も、現代の地域づくりにお
いても必須となる意識化や課題化の条件や過程を検討する上で、有効な⽰唆を与えるもの
である。 

第三に、以上の地域的な学習の構造化に照らし合わせて、信濃⽣産⼤学が地域づくりに向
けた学習実践にとって持った意義を解明した点である。農⺠を基軸とした学習実践が展開
した栄村では、政治学習による地域の実践の意味付けの機能が⼤きく、農⺠のみならず労働
者との協同が課題となった望⽉町では、それに加えて、社会教育の重要性を学ぶ契機となっ
ていた。この指摘は、信濃⽣産⼤学の機能を、個々の地域状況に規定された参加者の動機と
の関連で評価する必要を改めて⽰すものである。また、信濃⽣産⼤学において地域づくりが
課題として浮上する過程を、信濃⽣産⼤学に内在した対⽴の解決過程として抽出した（第⼀
章）。本論⽂の全体を通して、信濃⽣産⼤学と地域における学習実践の両者の展開が呼応し
つつ相即的なものになっていく過程が明らかにされており、その過程に迫り得ていなかっ
た従来の⽣産⼤学研究に対しても貴重な貢献をなす。 

第四に、60 年代における地域づくりにむけた学習実践の構造を明らかにすることによっ
て、50 年代の⻘年団を中⼼とした共同学習との接続についても新たな接近を⾏う可能性が
開かれた。公的な記録として蓄積されがたいノンフォーマル教育の実践史を論ずる⽅法的
枠組みを⽰唆する点にもこの論⽂の意義が認められる。 

他⽅、「地域の系統学習」概念を社会教育の学習論の到達点を踏まえつつ精緻に展開する
ことや、70 年代以後の地域づくりにかかわる学習実践との⽐較を踏まえた 60 年代実践の
評価が必要であること、あるいは地域の実際の再構成過程を踏まえた⾃⽴や⾃治の主体の
形成の評価の必要性などの課題は残されているが、それらはこの論⽂の達成により⾒出さ
れる課題でもある。 

以上の評価に基づき、著者は、北海道⼤学博⼠（教育学）の学位を授与される資格がある
ものと認める。 

 
 
 


